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 Ⅰ 広域計画の趣旨 

 

我が国の医療保険制度は、「いつでも、どこでも、誰でも安心して医療を受ける

ことができる」という国民皆保険制度として、長い歴史をかけて構築されてきまし

た。しかしながら、急速な高齢化の進展や医療費の増大、経済成長の停滞等により

保険財政が悪化してきたことなどから、医療保険制度の再構築のあり方に関する議

論が続けられ、平成１８年６月、健康保険法等の一部を改正する法律が公布され、

急速な少子高齢化に伴う超高齢社会を展望した新たな医療保険制度体系の一環と

して、後期高齢者医療制度が創設され、平成２０年４月からスタートしました。 

大阪府においては、平成１９年１月１７日に大阪府知事の許可を受け、同日付け

で、大阪府後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）を設立し、その

後、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の７第１項の規定に基づき、

同年７月に広域連合議会の議決を経て、平成１９年度から平成２３年度末までの大

阪府後期高齢者医療広域連合広域計画（以下「第一次広域計画」という。）を作成

しました。 

広域連合は、これまで、第一次広域計画に基づき、国及び大阪府の指導の下、関

係市町村と連携協力し、円滑な事業運営を進めてまいりました。 

さらに継続して後期高齢者医療制度を安定的かつ円滑に運営するため、平成２４

年度からの大阪府後期高齢者医療広域連合第二次広域計画（以下「第二次広域計画」

という。）を作成するものです。 

  

第二次広域計画には、広域連合規約第５条の規定により、次の項目について記載

します。 

（１）後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が行う事務

に関すること 

（２）広域計画の期間及び改定に関すること 
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 Ⅱ 後期高齢者医療制度の現状と課題 

  

後期高齢者医療制度は、平成２０年４月にスタートしましたが、当初、制度内

容の周知不足などにより数多くの問い合わせや意見が寄せられました。 

   そのため、国、都道府県、広域連合及び市町村は相互に連携し、制度の説明会

の実施や広報の充実などを図り、被保険者や府民の理解が得られるように取り組

んでまいりました。 

   さらに、国においては、被保険者をはじめとする国民の理解を得るため、保険

料の均等割額の９割軽減等の負担軽減措置を講じるなど、順次制度の見直しが行

われるとともに、広域連合においても、このような国の施策に的確に対応しつつ、

制度の安定的運営に努めてきたところです。 

   また、大阪府の総人口は、平成２２年１０月１日現在、約８，８６３千人とな

っており、そのうち７５歳以上の後期高齢者は、約８２１千人になっています。

総人口に占める後期高齢者の割合は、９．３パーセントであり、全国平均の１１．

２パーセントと比較すると、１．９ポイント低くなっています。 

   しかしながら、平成２０年１０月１日時点と比較すると、後期高齢者が約７６

７千人から、約７パーセント、５４千人増加するとともに、総人口に占める後期

高齢者の割合も、８．７パーセントから０．６ポイント上昇しています。また、

一人当たりの後期高齢者医療費は、平成２０年度から平成２２年度まで全国４位

という高い水準が続いており、全国平均との格差が広がっていく状況にあります。

とりわけ、全国平均と比べると、通院に係る一人当たり医療費が入院より高くな

っているのが特徴です。 

   一方、このようにより一層高齢化が進展する中で、国においては、後期高齢者

医療制度の廃止を前提に、平成２２年１２月の高齢者医療制度改革会議で、新た

な高齢者医療制度の創設に向けて、「最終とりまとめ」が示されました。 

   広域連合としましては、今後とも、新たな高齢者医療制度の創設に向けた国の

動向を注視するとともに、大阪府は医療費が高い水準にあり、引き続き７５歳に

なる高齢者が大幅に増える状況にありますが、被保険者が安心して医療が受けら

れ、地域で健康的な生活が送れるよう、現行制度の運営主体としてその役割を果

たしていく必要があります。 
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（参考）大阪府の状況 

区   分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

総人口        （Ａ） ８，８０６千人 ８，８０１千人 ８，８６３千人

６５歳以上人口    （Ｂ） １，８６８千人 １，９３８千人 １，９５３千人

７５歳以上人口    （Ｃ） ７６７千人 ８０６千人 ８２１千人

高齢化率     （Ｂ／Ａ） ２１．２％ ２２．０％ ２２．０％

７５歳以上比率  （Ｃ／Ａ） ８．７％ ９．２％ ９．３％

一人当たり後期高齢者医療費 １，０１１千円 １，０３１千円 １，０５９千円

※平成２０年度及び２１年度は、総務省の都道府県年齢別人口（１０月１日現在）による。  

※平成２２年度は、国勢調査抽出速報集計による。 

※一人当たり後期高齢者医療費は、平成２０年度及び２１年度は厚生労働省の後期高齢者 

医療事業年報、平成２２年度は広域連合集計による。 
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Ⅲ 後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が

行う事務 
 

１ 基本方針 

 

後期高齢者医療制度は、後期高齢者が安心して医療を受けることができるよう

に、制度を安定的かつ円滑に運営するため、次の基本方針を定めます。 

 

関係市町村との連携の強化 

後期高齢者医療制度は、広域連合がその運営主体となりますが、窓口業務など

一部の事務は関係市町村が実施します。関係市町村とより緊密な連携を図り、一

層円滑な事業運営に努めます。 

  

医療費の適正化の推進 

医療費の増大が続く中、適切な医療の効率的な提供を図るには、医療費の適正

化が最重要課題であり、適正化に向けた取組みを積極的に推進します。 

 

財政運営の安定化 

広域連合は、効率的で安定した財政運営を図るため、予算編成等においては、

事務事業の見直しを徹底し、最小限の経費で最大限の効果が上がるよう取り組み

ます。 

 

   住民意見の反映と住民サービスの確保 

被保険者をはじめ広く住民の意見を聴取し、制度運営に反映するよう努めると

ともに、関係市町村との連携を図り、住民サービスの確保を図ります。 

  

   個人情報の適正管理 

   後期高齢者医療制度の運営に当たっては、広域連合と関係市町村の間で、住民

基本台帳情報、課税情報及び医療情報のやりとりを行うことが不可欠となります。

個人情報の取扱いに関しては、個人情報に関する保護規定やセキュリティポリシ

ーに則り、広域連合と関係市町村において、厳格に管理します。 
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２ 事業計画 

 

（１）被保険者の資格管理に関すること 

関係市町村は、被保険者の資格の取得、喪失など異動の届出等の受付事務を行

い、広域連合に送付します。 

広域連合は、提供された情報をもとに、被保険者台帳により被保険者資格を管

理するとともに、被保険者証その他の必要な証明書を被保険者に対して交付しま

す。 

短期有効期限被保険者証等の交付については、被保険者間の保険料負担の公平

性、制度に対する信頼性を確保する観点から、適切に運用します。なお、一部負

担金の負担割合の変更や広域外転出者等に係る旧被保険者証の回収については、

引き続き回収に努めます。 

 

（２）医療給付に関すること 

関係市町村は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

第５６条に規定する後期高齢者医療給付に関して、療養費、高額療養費等の支給

申請等の受付事務を行い、申請等に関する情報を広域連合に送付します。 

広域連合は、申請に対する支給決定等を行うとともに、給付情報を一元的に管

理します。 

また、後期高齢者医療給付の審査・支払及びレセプトの点検・保管、医療費通

知の実施、重複・頻回受診訪問指導の実施、ジェネリック医薬品の普及促進、第

三者行為等求償事務の実施、不正・不当利得への対応は、広域連合の責任におい

て行います。 

 

（３）保険料の賦課徴収に関すること 

  関係市町村が保有する被保険者に係る課税情報をもとに、広域連合が保険料を

賦課（軽減判定及び減免決定も含む。）します。なお、保険料率は、広域連合の区

域内均一とし、概ね２年間を通じ、財政の均衡を保つことができるものとします。 

  関係市町村は、保険料徴収及び保険料に関する申請の受付等の事務並びに滞納

整理を行います。 
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   保険料の収納確保は、負担の公平性の観点及び適正な制度運営の根幹にかかわ

る重要課題です。関係市町村は、収納率の向上に努めるとともに、広域連合は、

収納対策実施計画の策定や収納担当者会議の開催のほか、大阪府とともに、必要

に応じて関係市町村の取組みを支援し、保険料の収納確保に努めます。 

 

（４）保健事業に関すること 

広域連合は、厚生労働大臣の示す指針を踏まえ、関係市町村や医療機関等と連

携し、被保険者の健康の保持増進に必要な事業を行うよう努めます。 

 

（５）その他後期高齢者医療制度の施行に関する事務 

   関係市町村は、（１）から（４）に記載する窓口事務に付随する事務を行いま

す。 

   後期高齢者医療制度に関する住民からの相談や苦情への対応については、広域

連合と関係市町村が緊密に連携して対応します。 

   また、住民に対する制度内容の周知・啓発については、各種広報媒体やホーム

ページ、パンフレット等を活用し、広域連合と関係市町村が連携協力して行いま

す。 
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 Ⅳ 計画期間及び改定 

 

第二次広域計画の期間は、平成２４年度からの５年間とし、その後、５年を単

位に改定します。 

ただし、広域連合長が必要と認めたときは、随時改定を行うこととします。 
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